
大阪湾岸（咲洲・夢洲）や関空などの開発、高速道路

建設や大企業誘致では、大阪は活性化しない 

―― 橋下府政も破綻しつつある ―― 

２０１１年９月１２日 宮原たけし 

 

この数年の大型開発路線の破綻はいっそう明らか 

 

１．旧ＷＴＣと咲洲などの開発と大阪府のてこ入れ 

（１）旧ＷＴＣ 

・りんくうゲートタワービルと高さを競い、１５０㍍のビルを２５６㍍に変更。事業費１１

９５億円・港湾・水道・建設などの大阪市の部局が入居。 

・２００３年「破綻すれば銀行借金は大阪市が肩代わり」と特別調停 

・２００９年１０月、大阪市の負担は１０６７億円（出資金・貸付金など２７１億円、市の

入居賃料３３６億円、銀行借金肩代わり４２４億円、ＷＴＣからの移転費用３６億円） 

 

・大阪府が旧ＷＴＣ買収を府議会で可決後、事務所、店舗とも３割以上減。買収時の一昨年

１０月には平松市長が大阪府議会に来て、「（咲洲は）関西の宝石箱」と橋下・平松両氏の

共同コメント 

 

 平成21(09)年12月 平成23(11)年６月 

事務所 16ヵ所 13ヵ所 

面 積 5,091㎡ 3,484㎡ 

（面積は、小数点以下四捨五入。なお、市職労、市従労の 

事務所２ヵ所含む。敷金なし、賃料のみ） 

 

 平成21(09)年12月 平成23(11)年６月 

店 舗 27ヵ所 15ヵ所 

面 積 9,906㎡ 6,918㎡ 

（面積は、小数点以下四捨五入。なお、近畿労金含む） 

 

・関西経済３団体も旧ＷＴＣへの事務所移転や支所設置を拒否 

・府買収後、実質的進出企業なし 

・３．１１震災で、第２庁舎、震度３で、片側最大１．３㍍揺れ、１０分間続く。当面の補

強工事１４億円。さらに中階層で免震にした場合、１３０億円以上使っても片側約２．２㍍

揺れる。 



 

（２）ＡＴＣ 

・アジア貿易の拠点として事業費１４６５億円で建設。しかし、計画した輸出入会社の入居

は、ごく少数に止まったために、大阪市が各局の事業フロアとして床を借り上げ、経営貸付

をし、補助金を出すなど６０６億円を投じて支援。 

・２００３年にＷＴＣと同様の特定調停。調停時の借金残は４０１億円。今後も大阪市は港

湾・水道局・建設局などをＷＴＣから引っ越しさせて経営を支援する。 

 

（３）咲洲・夢洲への工場誘致 

・プラズマディスプレイの旭ガラスやリチウム電池のパナソニックが住之江区に工場を建設

したが、いずれも関西電力発電所跡地など工業用水等のインフラがあるか近いところ。咲洲

や夢洲には元々工場用地は予定されていない。 

・なお、旭ガラスは３１３億円の投資計画で進出しながら１期１３３億円で投資を打ち切っ

ている。 

 

（４）スーパー中枢港 

・５万トン以上のコンテナ船に必要だとして夢洲に深さ１５～１６㍍の埠頭を３つ建設し、

２００９年１０月に供用開始。 

・延長１１００㍍、奥行き５００㍍、建設費７８０億円。南港のＲ岸壁やコンテナ埠頭のＣ

６、Ｃ７の船を夢洲に移動させたが、５万トン以上は週１便程度しか入っていない。 

・その大型船が、今、支障なく入港しているのに、夢洲の埠頭にいたる主航路の水深をこれ

までの１４㍍から１５㍍に浚渫する工事に着手している（事業費５８億円）。 

 

２．大手前・森之宮 

（１）橋下知事就任後に行われた府庁と府庁周辺の府有地の鑑定書 

 ８割以上の土地を大口投資家、ファンド、外資、ゼネコン等の需要があると計画 

１．１４対象地について

需要特性

①号地 ２２，９００㎡ ファンド、外資系企業含大口投資家

②号地 ８，８００㎡ 大口投資家を中心に

③号地 １５，１００㎡ 大口投資家を中心に

④号地 ２０，０００㎡ マンション、事務所ビルなど分割

⑤号地 ３，９００㎡ 中規模事務所を前提に投資家

⑥号地 ２，７００㎡ 地元不動産業者、投資家、ファンド

⑦号地 ６０㎡ 小規模の店舗、事務所

⑧号地 ２，２００㎡ 地元不動産業者、ゼネコン、投資家

⑨号地 １０，０００㎡ 大口投資家、ファンド、ゼネコン等

⑩号地 １９，６００㎡ 大口投資家、外資、ファンド等

⑪号地 ６００㎡ ファンド、企業、地元不動産業者、ゼネコン等

⑫号地 １０，０００㎡ 資本力を有する企業、ファンド、外資等

⑬号地 ６，５００㎡ 不動産業者、ゼネコン、ファンド等

⑭号地 ８，０００㎡ 資本力を有する大口投資家、ファンド、外資等

計 １３０，３６０㎡

対象地・面積

大阪府が、１㎡９７万円で売却可能とする根拠になっている鑑定書の
「調査報告書」（平成２０年３月２８日付）による各対象地の需要特性の
意味するもの

 



割合 面積 対象地

８１．６％ １０６，４００㎡ ①②③⑥⑧⑨⑩⑪⑫⑬⑭の１１カ所

２．大口投資家、ファンド、外資等、ゼネコンの需要があると意見があ
る土地

 
 

（２）大手前・森之宮地区でも進出希望企業はなし 

 

３．高速道路や高速地下鉄、人口減少時代にムダでは 

（１）阪神高速道路の利用台数  

 ―― 道路の距離は伸びたが、１日利用台数は減っている。 

・１９９８年（２２１ｋｍ）９５万２千台 ⇒ ２００９年（２４２ｋｍ）８６万１千台 

・昨年度までの大阪府の出資金約９７２億円、街路事業名目での府負担約２５２億円 

 

・阪神高速道路淀川左岸線延伸部 ３５００億円とも言われる。時間短縮わからず。 

 

４．関空は、なにわ筋線やリニアで活性化しないと思う 

 

（１）関空の現状 

実績値

2005 2012 2017
2005～
2012

2012～
2017

近畿ブロック 2,320万人 2,510万人 2,620万人 1.1% 0.9%

うち関西国際空港 490万人 590万人 620万人 2.6% 1.0%

国際旅客数 1,110万人 1,530万人 1,790万人 4.6% 3.2%

国際貨物量 80万トン 101万トン 128万トン 3.4% 4.7%

11.1万回 14.8万回 16.0万回 4.2% 1.6%

便数制約

　［伊丹］ジェット２００回／日、プロペラ１７０回／日　［神戸］２万回／年

関西国際空港

　［羽田・成田］羽田国内３７．７万回／年、成田国内２万回／年、国際（成
田＋羽田）２４．５万回／年

　Ｈ１９．２．２２　国土交通省　交通政策審議会　第６回航空分科会　資料
抜粋

関西国際空港における航空需要予測（参考）

関西国際空港発着回数

年平均伸び率推計値（暫定値）

国内旅客数

関西国際空港

 
・関西空港２期工事 飛行機の発着回数は２００７年１７万８千回（７空整・１９９６年）、

実績は２００７年１２万９８４３回（２００７年２月には、２０１７年１６万回と下方修正）、

２０１２年１４万８千回、２０１７年０９年１０万８６７２回、１０年１０万６８７３回と

低迷。 

・すでに大阪府１２００億円以上、大阪市６００億円以上の無利子貸付と出資。 



・有利子の借金は１兆円を超す。 

 

（２）なにわ筋線 

  １９００億円～３９００億円。いろいろなケースがあるが、梅田から関空に行くのに７

分しか短縮できないケースもある。 

 

（３）りんくうタウン 

・利益を関空建設に回すとして、約５７００億円をつぎ込んだが破綻。一般会計からの繰り

入れ、府民の負担は今までで２４０３億円（府立大学、警察学校など時価より４２億円高値

で用地を購入）、銀行は昨年度までで１２３２億円の利息収入。今後約５００億円の利息収

入。 

・りんくうゲートタワービル（２５６㍍） 建設費６５９億円、２００５年に外資系企業に

４４億円で売却。府負担２５５億円＋３７億円。ゲートタワーホテルも破綻処理。 

 

 

５．大阪府が誘致した大企業５社の雇用状況 

（１）シャープ関連とパナソニックへの大阪府の立地促進補助金 

・３０２億円 （２２年度末までの執行額、７９億８４７９万円） 

 

（２）少ない新規雇用 

・新規採用の正社員１８０人、新規採用のパート３６人。公式には正社員１８１２人、パー

トアルバイト５６０人というが、９割以上は内部の移動。 


